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当レポートについて

 当レポートにおけるインパクトとは、「企業組織や社会全体に対して生み出されたポジティブな変化」を指しています。

 こうしたポジティブな変化は、企業が創出する経済的な付加価値や環境活動といった社会への貢献を通して、

当ファンドで投資している企業の業績や企業価値の向上につながると考えます。

 当レポートは、そうしたパフォーマンスにつながるインパクトをご報告するとともに、

インパクトを生み出す源泉となる投資先企業の属性やESGに関する取り組み状況をお示しするインパクトレポートです。



インパクトサマリー
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■⼈的資本活⽤⼒

出所︓東洋経済新報社CSRデータベース(2021年版)よりSOMPOアセットマネジメント作成、ファンドおよびTOPIXは2021年3月末時点

本資料は弊社が信頼できると判断した各種情報に基づいて作成されておりますが、その正確性や完全性を保証するものではありませんのでご注意ください。本資料記載のデータならび
にシミュレーションは作成時点において過去の実績を示したものあるいは過去の実績や現在の市場環境から推測されたものであり、将来の結果をお約束するものではありません。また、
本資料は、目標とする運用実績が達成されることを保証するものでもありません。
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TOPIX
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⼥性管理職⽐率

12.8年

13.4 年

⼥性勤続年数

 当ファンドで投資している企業では、⼥性が活躍し、社員が働きやすい環境が実現されており
⼈的資本を活⽤する⼒を通じてポジティブなインパクトを創出し、好循環経済の実現に貢献しています。

当ファンド



31.8%

10.5%

92.3%

48.7%

気候変動対応の

取り組みを実施

気候変動に関する

シナリオ分析を実施

TOPIX

好循環社会促進

日本株ファンド
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本業を通じた環境へのポジティブなインパクト
(当ファンドへの投資1億円当たりに換算)

1.1tのCO2排出削減

1.6tの廃棄物リサイクル

46.5kWhの電⼒使用削減

43.6m3の⽔使⽤量削減

21.7万円の環境対策による経済効果

※投資先企業が開⽰している資料における直近年データより作成（2021年3月時点）
※等ウェイトにおいて年間を通じて保有したと仮定し、各社の時価総額をもとに計算

■環境経営⼒

出所︓各種データおよび東洋経済新報社CSRデータベース(2021年版)よりSOMPOアセットマネジメント作成、ファンドおよびTOPIXは2021年3月末時点

本資料は弊社が信頼できると判断した各種情報に基づいて作成されておりますが、その正確性や完全性を保証するものではありませんのでご注意ください。本資料記載のデータならび
にシミュレーションは作成時点において過去の実績を示したものあるいは過去の実績や現在の市場環境から推測されたものであり、将来の結果をお約束するものではありません。また、
本資料は、目標とする運用実績が達成されることを保証するものでもありません。

 当ファンドで投資している企業は環境への取り組みにも積極的で、環境に対してポジティブなインパクトを生み出しています。

当ファンド



投資先企業が創出した経済的な付加価値
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 当ファンドは、各ステークホルダーに対してより多くの付加価値を分配することができています。

 成⻑のための原資（内部留保）、株主への還元、従業員への給与などへバランス良く配分できています。

当ファンド

経済価値
[売上高]

取引先
[原価等]

従業員
[給与]

債権者
[利⼦]

社会
[税⾦]

株主
[配当]

内部留保

100.0% 79.8% 6.4% 0.4% 2.4% 2.5% 8.5%

TOPIX 100.0% 84.3% 5.5% 0.3% 1.9% 1.6% 6.4%

出所︓各種データよりSOMPOアセットマネジメント作成（基準年は直近分）、ファンドおよびTOPIXは2021年3月末時点

本資料は弊社が信頼できると判断した各種情報に基づいて作成されておりますが、その正確性や完全性を保証するものではありませんのでご注意ください。本資料記載のデータならび
にシミュレーションは作成時点において過去の実績を示したものあるいは過去の実績や現在の市場環境から推測されたものであり、将来の結果をお約束するものではありません。また、
本資料は、目標とする運用実績が達成されることを保証するものでもありません。



環境経営⼒ （E）
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環境経営方針、

中期目標の策定

具体的な取り組み、

事業機会への活用

実際の効果を⾒える化、

さらなる改善を図る

全社的な体制は確⽴しているか︖ 取り組みの成果は現れているか︖適切な取り組みが実施されているか︖

出所︓東洋経済新報社CSRデータベース(2021年版)よりSOMPOアセットマネジメント作成、ファンドおよびTOPIXは2021年3月末時点

本資料は弊社が信頼できると判断した各種情報に基づいて作成されておりますが、その正確性や完全性を保証するものではありませんのでご注意ください。本資料記載のデータならび
にシミュレーションは作成時点において過去の実績を示したものあるいは過去の実績や現在の市場環境から推測されたものであり、将来の結果をお約束するものではありません。また、
本資料は、目標とする運用実績が達成されることを保証するものでもありません。

31.8% 30.0% 29.2%
25.3%

92.3%
87.2% 84.6%

64.1%

気候変動対応の

取り組みを実施

再生エネルギー

を導入

環境監査を実施 環境ビジネス

への取り組み

TOPIX

好循環社会促進

日本株ファンド

21.4%
26.1%

17.9%

74.4% 76.9%
69.2%

環境担当部署

を設置

CO２排出量の

中期目標を設定

温室効果ガス

排出量を集計

 注目が高まっている気候変動への対応をはじめとして、環境経営が幅広く実践されていることが確認できます。

当ファンド



6.1%

32.1%

17.2%
23.3%

41.0%
50.7%

69.2%
61.5%

事業所内託児

施設の運営

男性の

育児休暇取得率

保育手当 再雇⽤制度

（出産、介護）

TOPIX

好循環社会促進

日本株ファンド

24.6% 26.4%

71.8%
79.5%

⼥性等管理職

目標

ダイバーシティ

推進理念

⼈的資本活⽤⼒ － ⼥性活躍推進 （S）
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⼥性活躍を推進する

体制、⽬標、理念

サポート・支援する

社内制度の整備

⼥性が働きやすい・

活躍する職場へ

全社的な体制は確⽴しているか︖ 取り組みの成果は現れているか︖適切な取り組みが実施されているか︖

出所︓東洋経済新報社CSRデータベース(2021年版)よりSOMPOアセットマネジメント作成、ファンドおよびTOPIXは2021年3月末時点

本資料は弊社が信頼できると判断した各種情報に基づいて作成されておりますが、その正確性や完全性を保証するものではありませんのでご注意ください。本資料記載のデータならび
にシミュレーションは作成時点において過去の実績を示したものあるいは過去の実績や現在の市場環境から推測されたものであり、将来の結果をお約束するものではありません。また、
本資料は、目標とする運用実績が達成されることを保証するものでもありません。

 ⼥性が活躍しやすい・働きやすい職場を⽬指して様々な体制や制度が整備され、すでに実践されていることが確認できます。

当ファンド



28.2% 25.9%

72.7%

11.3%

79.5% 76.9%

89.5%

46.2%

在宅勤務制度 従業員満⾜度調査

の実施

内部通報制度

（社外）を設置

ストックオプション

制度

52.2%

66.0%

有休取得率

17.9h

16.3h

月平均残業時間

1.0%

0.7%

労働災害度数率

TOPIX

好循環社会促進

日本株ファンド

⼈的資本活⽤⼒ － 働き方改革 （S）
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働きがいや働きやすさを

重視した制度の導⼊

指標の把握を通じた

働き方の改善

魅⼒的な⼈材が

集まる会社へ

全社的な体制は確⽴しているか︖ 取り組みの成果は現れているか︖適切な取り組みが実施されているか︖

出所︓東洋経済新報社CSRデータベース(2021年版)よりSOMPOアセットマネジメント作成、ファンドおよびTOPIXは2021年3月末時点

本資料は弊社が信頼できると判断した各種情報に基づいて作成されておりますが、その正確性や完全性を保証するものではありませんのでご注意ください。本資料記載のデータならび
にシミュレーションは作成時点において過去の実績を示したものあるいは過去の実績や現在の市場環境から推測されたものであり、将来の結果をお約束するものではありません。また、
本資料は、目標とする運用実績が達成されることを保証するものでもありません。

 働きがいや働きやすさ、モチベーション向上につながる様々な制度が既に導⼊され、効果を⽣んでいることが確認できます。

当ファンド



24.0%
26.9%

13.8%

39.6%

59.0%
69.2%

56.4%

92.3%

社外取締役による

経営者評価

指名・報酬委員会等

の設置

グローバルコンパクト

署名

内部監査部⾨

30.7% 32.4%

17.7%

89.7% 87.2%

56.4%

機関投資家やESG

調査機関等との対話

ESG情報開⽰ 統合報告書

TOPIX

好循環社会促進

⽇本株ファンド

ガバナンス/情報開⽰/対話 （G）
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ガバナンス体制、

ESG推進⽅針

積極的な情報開⽰、

ステークホルダーとの対話

外部からの評価向上、

市場価値向上

全社的な体制は確⽴しているか︖ 取り組みの成果は現れているか︖適切な取り組みが実施されているか︖

出所︓東洋経済新報社CSRデータベース(2021年版)よりSOMPOアセットマネジメント作成、ファンドおよびTOPIXは2021年3⽉末時点

本資料は弊社が信頼できると判断した各種情報に基づいて作成されておりますが、その正確性や完全性を保証するものではありませんのでご注意ください。本資料記載のデータならび
にシミュレーションは作成時点において過去の実績を⽰したものあるいは過去の実績や現在の市場環境から推測されたものであり、将来の結果をお約束するものではありません。また、
本資料は、⽬標とする運⽤実績が達成されることを保証するものでもありません。

 ガバナンス体制の整備に加えて、市場価値向上のために情報発信や投資家との対話を⾃ら⾏っていることが確認できます。

当ファンド



当ファンドの主なリスクと留意点①
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当ファンドの主なリスクと留意点②
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当資料はＳＯＭＰＯアセットマネジメント株式会社（以下、弊社）により作成された情報提供資料であり、法令に基づく開⽰書類ではありません。投資信託は
⾦融機関の預⾦と異なりリスクを含む商品であり、運⽤実績は市場環境等により変動します。したがって、元本、分配⾦の保証はありません。信託財産に⽣じた利
益および損失は、すべて受益者に帰属します。投資信託は、預⾦や保険契約と異なり、預⾦保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。証券会
社以外の登録⾦融機関でご購⼊いただいた投資信託は、投資者保護基⾦の保護の対象ではありません。当資料は弊社が信頼できると判断した各種情報に基
づいて作成されておりますが、その正確性や完全性を保証するものではありません。当資料に記載された意⾒等は予告なしに変更する場合があります。また、将来
の市場環境の変動等により、当該運⽤⽅針が変更される場合があります。投資信託の設定・運⽤は委託会社が⾏います。お申込みの際には、投資信託説明書
（交付⽬論⾒書）をあらかじめまたは同時にお渡ししますので、詳細をご確認の上、お客さま⾃⾝でご判断ください。なお、お客さまへの投資信託説明書（交付
⽬論⾒書）の提供は、販売会社において⾏います。

※TOPIXは、東京証券取引所の知的財産であり、東京証券取引所は、指数の算出もしくは公表の⽅法の変更、指数の算出もしくは公表の停止または指数の
商標の変更もしくは使⽤の停⽌を⾏う権利を有しています。



お申込みメモ
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⼿数料等
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